
 - 1 - 

令和５年度 第１９回庁議提案  審議・報告・その他 

                    提 出 日：令和６年１月１６日 

                    担当部・課：総務部行政経営課〔内線４１７２〕 

① 件  名 

石巻市ＰＦＩ等の手続きに係る附属機関の設置について 

② 施策等を必要とする背景及び目的（理由） 

【背景】 

全国の自治体では、公共施設等の更新・統廃合及び長寿命化を計画的に進めるための公共施設

等総合管理計画を策定後、施設等の更新時において、民間の技術・ノウハウ・資金等を活用した整

備手法（以下「ＰＦＩ等」という。）が増えてきている。 

本市の公共施設等総合管理計画においても、施設の更新時におけるＰＦＩ等の活用を検討する

旨明示しているが、計画策定当時の公共施設の整備については、財源が災害復旧補助金や復興交

付金等のため、直営による整備を進めてきた。 

復興期間終了後、学校給食センター事業等が具体化され、今後、ＰＦＩ等の積極的な活用の検

討が求められており、「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律」（以下

「ＰＦＩ法」という。）の規定による手続を行うに当たっては、専門的見地からの事業手法等への

助言や客観的な評価を行う附属機関の設置が必要となる。 

 

【目的】 

本市におけるＰＦＩ等の手続を進めるに当たり、事業の競争性、公平性、透明性を確保するた

めＰＦＩ等の導入を検討する事業ごとに、石巻市ＰＦＩ等審査委員会を設置するもの。 

③ 根拠法令及び総合計画又は個別計画との整合性 

【根拠法令】 

民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成１１年法律第１１７号） 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号） 

地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号） 

 

【〔総合計画との整合性 総合計画の位置付け：有・無〕 又は 〔個別計画との整合性〕】  

 

④ 提案に至るまでの経過（市民参加の有無とその内容を含む。） 

平成２８年３月 公共施設等総合管理計画策定 

令和 ５年２月 石巻市学校給食センター整備基本計画策定 

⑤ 主な内容 

１ 目 的  

本市におけるＰＦＩ等に関し、競争性、公平性及び透明性を確保し、必要な事項を審査する

ため、ＰＦＩ等の導入を検討する事業ごとに、石巻市ＰＦＩ等審査委員会を置く。 

２ 所掌事務 

(１) ＰＦＩ法第５条第１項に規定する「実施方針」の策定に関すること。 

(２) ＰＦＩ法第７条の規定による「特定事業の選定」に関すること。 

(３) ＰＦＩ法第８条第１項の規定による「民間事業者の選定」に関すること。 

(４) その他、市におけるＰＦＩ等に関し必要なこと。 

３ 組 織   

委員６人以上で組織し、次に掲げる者のうちから市長が委嘱。 

(１) 学識経験を有する者 

(２) 市職員 

(３) 前２号に掲げる者のほか、市長が必要と認める者 

４ 任 期   

その者の委嘱又は任命に係る「所掌事務」に掲げる事項に関する審査が終了するまで。 
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⑥ 実施した場合の影響・効果（財源措置及び複数年のコスト計算を含む。） 

【影響・効果】 

ＰＦＩ等の活用に当たり、競争性、公平性及び透明性が確保されるとともに、民間の資金、経営

能力、技術的能力等を活用することができる。 

【市財政への負担】 

  委員一人当たり：委員報酬９，５００円及び費用弁償  

⑦ 他の自治体の政策との比較検討 

【類似委員会等の設置状況】 

・苫小牧市 苫小牧市ＰＦＩ事業等審議会条例（令和２年９月１４日施行） 

・宮城県  民間資金等活用事業検討委員会条例（平成１９年４月１日施行） 

・さいたま市 さいたま市ＰＦＩ等審査委員会条例（平成２７年７月７日施行） 

・久喜市 久喜市ＰＦＩ等審査委員会条例（令和３年４月１日施行）ほか 

※個別の事業ごとに条例化している自治体もある。 

⑧ 今後の予定及び施行予定年月日 

令和６年２月  市議会第１回定例会に石巻市ＰＦＩ等審査委員会条例の制定及び石巻市特別職

の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正について提案

（施行予定年月日：公布の日から施行） 

３月  （仮称）石巻市新学校給食センター整備に係るＰＦＩ等審査委員会規則の制定

及び同委員会の開催 

⑨ その他 

 

 

 


